
（金額単位：千円）

Ａ

交付対象経費 国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

住民税均等割非課税世
帯への支援
（低所得枠）

1

大桑村電力・
ガス・食料品
等価格高騰支
援給付金事業
【物価高騰対
策給付金】

福
祉
係

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得世帯の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ５.Ｒ６の累計給付金額
　Ｒ５年度分の住民税非課税世帯
　　　328世帯×70千円　のうちＲ６計画分
④Ｒ５年度分の住民税非課税世帯（328世帯）　のうちＲ６計画分

○
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
2,380 2,380 0 0 R5.12 R6.6

◎対象世帯に対してR6年1月ま
でに支給を開始する。

1世帯あたり70千円の給付金を支給

給付世帯数：34世帯
給付金総額：2,380千円

物価高が続く中、住民税非課税世帯を支援す
るため、支援金を給付し生活を維持すること
ができた。

該当者への経済的負担軽減のため、支援金
を計画どおり早期給付したことが評価できる。

給付金・定額減税一体支
援

（一体給付枠）
※不足額給付除く

2

低所得者支援
及び定額減税
補足給付金事
業

福
祉
係

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ５.Ｒ６の累計給付金額
　 Ｒ５年度分均等割のみ課税世帯　92世帯×100千円、
　 Ｒ６年度非課税化世帯　33世帯×100千円、
　 Ｒ６年度均等割のみ課税化世帯　27世帯×100千円
　 子ども加算　32人×50千円、
　 定額減税を補足する給付の対象者　1,146人（26,420）
　上記のうちＲ６計画分
　事務費　1,718千円
　事務費の内容　[需用費(事務用品等)　役務費（郵送料等）
　　　　　　　　　　　　業務委託料　使用料及び賃貸料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（152世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（1,146人）

○
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
33,938 33,938 0 0 R6.7 R6.12

◎対象世帯等に対してR6年7月
までに支給を開始する。

Ｒ５年度分均等割のみ課税世帯（Ｒ５済）
　世帯数：92世帯、給付金額：9,200千円
Ｒ５年度分非課税化世帯
　世帯数：33世帯、給付金額：3,300千円
Ｒ６年度非課税化世帯（Ｒ５済含む）
　世帯数：27世帯、給付金額：2,700千円
　うちＲ６：25世帯、給付金額：2,500千円
子ども加算（Ｒ５済）
　人数：32人、給付金額：1,600千円
定額減税を補足する給付金
　人数：1,146人、給付金額：26,420千円
事務費：1,662千円

物価高が続く中、非課税化世帯、定額減税を
補足する給付対象者等を支援するため、支援
金を給付し生活を維持することができた。

該当者への経済的負担軽減のため、支援金
を計画どおり早期給付したことが評価できる。

3

4

5

6

Ｒ6年度住民税均等割非
課税世帯＋こども加算＋

不足額給付
（低所得枠）

7
価格高騰特別

対策事業

福
祉
係

①物価高が続く中で家計急変による低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ６累計給付金額
　 Ｒ６年度住民税均等割非課税世帯370世帯×30千円
　 子ども加算　13人×20千円
 　上記のうちＲ６計画分
　 事務費　613千円
　 事務費の内容　[需用費(事務用品等)　役務費（郵送料等）
　　　　　　　　　　　　業務委託料　使用料及び賃貸料　として支出
④低所得世帯等の給付対象世帯数（370世帯）

○ Ⅱ．物価高の克服 11,973 11,973 0 0 R7.3 R7.9
◎対象世帯に対してR6年3月ま
でに支給を開始する。

Ｒ６住民税均等割のみ課税化世帯
　世帯数：312世帯、給付金額：9,360千円
こども加算
　人数：7人、給付金額：140千円

物価高が続く中、住民税均等割課税化世帯を
支援するため、支援金を給付し生活を維持す
ることができた。

該当者への経済的負担軽減のため、支援金
を計画どおり早期給付したことが評価できる。
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【事業成果、効果】 【事業の評価】

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

経済対策との関係

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証

事業実施状況
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

担
当
係 総事業費

Ｂ

Ｎｏ 事業名称

Ｃ Ｄ

効果検証



（金額単位：千円）

Ａ

交付対象経費 国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

【事業成果、効果】 【事業の評価】

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

経済対策との関係

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証

事業実施状況
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

担
当
係 総事業費

Ｂ

Ｎｏ 事業名称

Ｃ Ｄ

効果検証

推奨事業メニュー枠 11
福祉施設の食
料品等価格高
騰対策事業

福
祉
係

①物価高騰の影響を受けている福祉事業者の安定的なサービスの提
供を継続できるよう、光熱水費、食材料費などの価格高騰分の一部を
支援するため、現に食事サービスを提供する福祉事業者に対し予算の
範囲内において補助金を交付する。
②負担金補助及び交付金1,375千円
③内訳
　社会福祉施設、定員数とし、基準単価を乗じた額。
　・入所系【2施設、25名】475千円
　　（施設1箇所：50千円、定員1名：15千円）
　・短期入所系【1施設、20名】350千円
　　（施設1箇所50千円、定員1名：15千円）
　・通所系【3施設、80名】550千円
④福祉事業者

○ Ⅱ．物価高の克服 1,375 1,375 0 0 R6.4 R7.3

◎福祉事業者の光熱水費、食
材料費等の価格高騰による
サービ低下抑制、事業継続支
援

・サービス事業料の値上げ：0事
業所
・物価高騰を理由としたサービ
ス中止：0事業所

　・入所系【2施設、25名】475千円
　・短期入所系【1施設：20名】350千円
　・通所系【3施設、80名】550千円

食料品等の物価高騰の影響を受けている福
祉事業者に対し補助金を交付することにより、
安定的なサービスの提供を継続できた。

該当事業所に対し、予算化後即通知すること
ができ、早期に補助金交付したことが評価で
きる。

推奨事業メニュー枠 12

医療機関及び
福祉施設・車両
等原油価格高
騰対策事業

福
祉
係

①原油価格高騰に直面している福祉事業者等の安定的なサービスを
提供するため、現に事業を運営する医療機関及び事業者に対し、予算
の範囲内において補助金を交付する。
②負担金補助及び交付金1,797千円
③内訳
　【医療機関】
　　・3医療機関186千円
　　（医療機関1箇所：50千円、車両1台：12千円）
　【社会福祉施設】
　　・入所系【2施設、25名、2台】374千円
　　　（施設1箇所：50千円、定員1名：10千円、車両1台：12千円）
　　・短期入所系【1施設、20名、4台】298千円
　　　（施設1箇所50千円、定員1名：10千円、車両1台：12千円）
　　・通所系【4施設、90名、17台】879千円
　　　（施設1箇所50千円、定員1名：10千円、車両1台：12千円）
　　・訪問系【3施設、5台】60千円
　　　（施設1箇所50千円、車両1台：12千円）
④医療機関、福祉事業者

○ Ⅱ．物価高の克服 1,797 1,797 0 0 R6.4 R7.3

◎医療機関及び福祉事業者の
サービス低下抑制、事業継続
支援

【医療機関】
・受診者及び処方箋購入者の
安全な診療棟のため適した冷
暖房の使用100％
【福祉事業所】
・サービス事業料の値上げ：0事
業所
・物価高騰を理由としたサービ
ス中止：0事業所

　【医療機関】
　　・3医療機関186千円
　【社会福祉施設】
　　・入所系【2施設、25名、2台】374千円
　　・短期入所系【1施設、20名、4台】298千円
　　・通所系【4施設、90名、17台】879千円
　　・訪問系【3施設、5台台】60千円

原油価格高騰に直面している福祉事業者等
に対し補助金を交付することにより、安定的な
サービスの提供を継続できた。

該当事業所等に対し、予算化後即通知するこ
とができ、早期に補助金交付したことが評価
できる。

推奨事業メニュー枠 13
公衆浴場物価
高騰対策支援
事業

商
工
観
光
係

①物価高騰の影響を受けながらも、公衆浴場を経営する村内事業者の
事業継続を支援するため、予算の範囲内で支援金を交付する。
②Ｒ6年3月1日からＲ7年2月28日までの期間に購入した公衆浴場浴槽
水を加熱に要した燃料に係る経費の内、3年前までの同月と比較した高
騰分を対象とする。
③積算方法：「（対象年月税抜き価格－3年前までの同月税抜き単価）
×対象年月購入数量×12月分」
「（A重油121円－91円）×3,700L×12月分」≒1,330千円
④R5年4月1日以前から村内に公衆浴場を有し、法第2条第1項に規定
する許可を有し経営している者

○ Ⅱ．物価高の克服 1,330 1,330 0 0 R6.3 R7.2

◎公衆浴場を経営する村内の
事業者の負担軽減率100％
（燃料価格の3年前差額分を村
が負担）
　予算額の90％執行を目標

公衆浴場支援金1,326千円

物価高騰の影響を受けながらも、公衆浴場経
営する村内事業者に対し補助金を交付の事
業継続を支援することができた。予算額に対
する執行額も目標達成できた。

1年間の燃料価格高騰に対する補助金によ
り、事業継続の支援したことは評価できる。

推奨事業メニュー枠 14
畜産飼料価格
高騰対策支援
事業

農
林
係

①物価高騰の影響を受けている村内畜産農家の経営継続を支援する
ため、支援金を交付する。
②繁殖牛（飼育牛含む）1頭あたり16千円の交付にかかる費用
③負担金補助及び交付金1,760千円
　 内訳：110頭×16千円
④R6年4月1日時点で村内に畜舎があり、かつ村内に住所を置く畜産農
家

○ Ⅱ．物価高の克服 1,760 1,760 0 0 R6.4 R7.3

◎畜産農家の経済的な負担軽
減
　合計110頭分の支援
　予算額の90％執行目標

畜産農家支援1,504千円

物価高騰の影響を受けている村内畜産農に
対し支援金を交付することができた。目標頭
数までの申請はなかったが概ね目標を達成で
きた。

1年間の飼料価格高騰に対する支援金を畜産
農家へ支援したことにより、畜産農家の継続
に対する支援した成果は評価できる。

推奨事業メニュー枠 15
おおくわプレミ
アム商品券事
業

商
工
観
光
係

①物価高騰の影響を受けた村民に対してプレミアム商品券を発行す
る。本事業は村民の経済的な負担軽減のほか村内経済の支援を目的
に行い、村民は最大9,000円のプレミアム分を使用でき、村内消費流通
額を商品券全体で80,560千円、プレミアム分では18,590千円の効果を
見込む。
②村内のみで使用できる商品券を村民限定で販売する。
　 10千円で13千円分（プレミアム率30％）使用可能
　 使用期間：R7.2.20～R7.8.17
　 商品券及び関係事務費
③内訳
　 印刷代442千円、郵便代228千円、
　 商品券発行事務委託1,078千円、商品券販売委託1,122千円、
　 プレミアム商品券28,890千円（3,210人×3千円×3部）
④村民、村内事業者（商店）

○ Ⅱ．物価高の克服 31,760 31,760 0 0 R7.1 R7.10

◎村民の経済的な負担軽減と
村内経済支援
　・商品券販売率65％
　・使用率99％
　・村内消費流通額
　　28,890千円×65％×99％≒
18,590千円

商品券販売額：28,000千円
未換金精算額：△7,687千円
商品券使用額：20,313千円
商品券販売率：73.18％
商品券使用率：99.70％

物価高騰の影響を受けた村民に対してプレミ
アム商品券を発行したことにより、村民の経
済的な負担軽減と村内経済の支援ができた。
また、販売率及び使用率も目標が達成でき
た。

物価高騰により村内経済活動が落ち込まない
よう、販売した商品券を消費できたことで、家
計への一助・村内経済を支援できた。
村民の経済的支援だけでなく、経済対策とし
て大いに効果があった。

86,313 86,313 0 0合　　計


